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平成29年度より、受発注者の就業環境の改善を図り、品質確保に繋げワーク・ライフ・

バランスの推進のためウィークリー・スタンスの取り組みを行っている。その取り組み内

容と取り組みから得られた就業環境の改善手法について報告する。 
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１．はじめに 

 

 日本全体の生産年齢人口が減少する中、建設業の担い

手については概ね１０年後に団塊世代の大量離職が見込

まれており、その持続可能性が危ぶまれる状況です．建

設業は全産業平均と比較して年間300時間以上の長時間

労働となっており、他産業では一般的となっている週休

２日も十分に確保されておらず、給与についても建設業

者全体で上昇傾向にありますが、生産労働者については、

製造業と比べて低い水準にあります．将来の担い手を確

保し、災害対応やインフラ整備・メンテナンス等の役割

を今後も果たし続けていくためにも、建設業の働き方改

革を一段と強化していく必要があります． 

 

 

図－１ 年齢階層別の建設技能労働者数 

 

 

図－２ 年間総実労働時間の推移 

２現状と課題 

 

 建設業界では、担い手確保が重要な課題であり、その

対策として、企業経営の安定と処遇改善に向けた環境改

善、新３Ｋ（給与、休暇、希望）対策に取り組まれてい

ます．また、建設業界より、発注者に対して業務依頼

（時間外の作業依頼、節度ある提出期限の設定）の改善

要望が寄せられています． 
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３．中部地方整備局の取り組み 

 

（１）工事について 

働き方改革をより一層推進するため、中部地方整備局

では、施工時期の平準化、工事書類の作成負担を軽減す

るため書類の簡素化等に取り組んでいます．また、中部

地方整備局の独自の取り組みとして、本官工事は、原則

として毎週土日・祝祭日を完全に現場閉所とする完全週

休２日として実施し、分任官工事は、現場閉所日数を全

体の２／７とする週休２日相当としての試行工事を実施

しています．また、費用面においても補正するなど、

大々的な取り組みを行われていることは、広く知られて

いるところです． 

 

図－３ 週休2日制工事の実施方針 

 

（２）業務について 

一方、業務においては、建設業界より、発注者からの

突発的または提出期限が短い作業依頼への対応により、

日々の残業時間の増加や休日出勤が発生しているとの声

があったものの、工事のような具体的な取り組みが取ら

れてなかった．そこで、業務委託において、就業環境の

改善等を図るため、平成29年4月以降契約の一部の委託

業務で、発注者として受発注者対等な立場を再認識し、

就業環境の改善を図り設計業務等の品質確保に繋げると

ともにワーク・ライフ・バランスの推進のため“ウィー

クリー・スタンス「chubuミッション5」”の徹底を図る

取り組みを始めました． 

 

４．ウィークリー・スタンス取り組みについて 

 

ウィークリー・スタンス「 chubu ミッション５」 

１．依頼は、主任調査員名でメール送信 

２．原則、勤務時間外の作業依頼禁止 

３．作業内容に見合った作業期間確保（最低3日間） 

４．週末依頼の週初め提出期限の禁止 

５．原則、16時以降の打合せ禁止 

 

＜業務の初回打合せ時の対応＞ 

以下の設定項目について、受発注者相互で、確認・調整

のうえ、詳細な内容を設定し、議事録に記録する．  

【設定項目】 

 （１）休日明け日は依頼の期限日としない 

 （２）休前日（金曜日）は新たな依頼をしない 

 （３）16 時以降の打合せは行わない 

 （４）作業内容に見合った作業期間確保する 

 （５）ノー残業デーは勤務時間外の依頼はしない 

 （６）業務工程に影響する条件等を受発注者間で確

認・共有する． 

図－５ 設計業務等の業務環境改善 実施要領（試行） 

＜業務完了後に記録様式を提出＞ 

業務完了後、２週間以内に、発注者・受注者それぞれか

ら「記録様式」を発注者宛ではなく、意見を上げやすい

よう、技術管理課まで、直接メールを提出する様にして

います． 

 
図－４ ウィークリー・スタンスの行動計画 
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図－５ 設計業務等の業務環境改善 実施要領 

 
図－６ 設計業務等の業務環境改善 提出様式 

 

 
図－７ 業務工程の共有 

 

平成29年度の対象業務は、土木関係建コン業務のみと

していましたが、平成29年度のウィークリー・スタンス

の徹底により、就業環境改善が図られたとの声が業団体

から寄せられました． 

 このことから平成30年度より測量業務、地質調査業務

についても範囲を拡大しました．また、履行期間を確保

するため、業務工程に影響する条件等を受発注者間でそ

の都度、確認・共有することとしました．改正労働基準

法「働き方改革関連法」（平成30年7月6日公布、平成31

年4月1日施行）は、残業時間上限規制が「2～6ヶ月平均

で80時間/月以内」、「単月では、100時間/月未満」と規

定され、上限規制を超過した場合には、企業に罰則が科

せられます．発注者として、働き方改革をより一層、推

進するためウィークリー・スタンスの取り組みの強化は

もとより、履行期限の平準化を図るため次のことについ

て取り組みを行っています． 

【履行期限の平準化】 

・３月に集中する納期の分散のため、国債、翌債・繰越

の活用、必要に応じ早期発注をする． 

・当面の目標として、平成30年度の履行期限の設定は当

該月に履行期限を迎える業務件数の比率が3月において

50%以下＊とする． 

 ＊発注者支援業務等及び環境調査など１年間を通じて

実施する業務は対象外 

 

５．平成２９年度ウィークリー・スタンス取り組み結果 

 

受発注者から提出された記録様式を集計した結果では、

「chubuミッション5」の項目について、設定した５項目

のいずれかの項目の取り組みが実施出来なかった受注者

は３６％、発注者は１４％となっており、取り組みがま

だ、十分に図られていないことや受発注者間の意識・認

識に温度差があることが分かりました． 

（１）「休日明け日（月曜日等）は依頼の期限日としな

い」について、実施が出来なかった受注者は１３％、発

注者は６％となっています． 

（２）「休前日（金曜日）は新たな依頼をしない」につ

いて、実施が出来なかった受注者は１８％、発注者は

８％となっています． 

（３）「１６時以降の打合せは行わない」について、実

施が出来なかった受注者は１８％、発注者は７％となっ

ています． 

（４）「作業内容に見合った作業期間確保する」につい

て、実施が出来なかった受注者は１０％、発注者は４％

となっています． 

（５）「ノー残業デーは勤務時間外の依頼はしない」に

ついて、実施が出来なかった受注者は１５％、発注者は

６％となっています． 

 
図－８ ウィークリー・スタンス取り組み結果 
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図－９ ウィークリー・スタンス取り組み結果 

 

６．おわりに 

 

働き方改革をより一層推進するため、ここで紹介した

ウィークリー・スタンスの取り組みの他、引き続き、適

切な履行期間の設定、履行期限の平準化等に取り組んで

参ります． 

 

７．今後の課題 

 

 冒頭で記述したとおり、建設業界より、未だに時間外

の作業依頼、節度ある提出期限の設定等のご意見が寄せ

られています．引き続き、ウィークリー・スタンス取り

組みを実施し、“発注者の意識改革”を進めることが重

要と考えています. 
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